
確認済証 
あり 

 

既存建築物判定フロー 

着工時以後の改正法令等にすべて適合 

現行法適合建築物 
＊法令等適合状況表を添付すること 

既存不適格判定 
ルート Ａ 

確認図書あり 
（意匠図・壁量計算書（壁配置計算含む）・ 

構造図・構造計算書等） 
＊四号建築物は構造図・構造計算書省略可 

現地調査に基づき着工時の法令に適合する 
意匠図・壁量計算書（壁配置計算含む）・ 

構造図・構造計算書等の復元 
＊四号建築物は構造図・構造計算書省略可 

調査報告書１ 
＊原則として、増築等の履歴がある場合は、これに係る建築物の部分が分かる図面等を添付すること 

調査報告書２（意匠・設備）及び（構造） 
＊定期調査報告書等で代替可 

既存不適格判定 
ルート Ｂ 

既存不適格判定 
ルート Ｃ 

調査報告３ 

調査報告書５ 
＊耐震診断報告書等で代替可 

調査報告４ 
＊耐震診断報告書等で代替可 

調査の結果、着工時の法令等に適合すると判断できる 

不適合建築物 

理 由 書 

*1、*2 

*1、*2 

不適合部分の是正（現行法適合の是正が必要） 

Y Ｎ 

Ｎ Y 

Y 

Ｎ 

Ｎ 

Y 

Ｎ 

Y 

既存不適格建築物 

○Ａ 

○Ａ 

○Ｂ 

○Ｂ 

○Ｂ 

○Ｃ 

○Ｃ 

Y 

 

＊１ 当フローにおける検査済証・確認済証とは、判定対象となる独立部分について取得したもののみとし、
他の独立部分（エキスパンションジョイントでつながる独立部分等）や、別棟の建築時に取得したも
のは対象としない 

検査済証 
あり 

Ｎ 
【緩和ルート 2】 

【緩和ルート 1】 

(緩和条件は別表による) 

通常ルート 
緩和ルート 

○Ｃ 

○Ｂ ○Ｃ 

現行法適合判定 

法第 10条【保安上危険な建築物等に対する措置】における是正勧告、命令の対象となるか確認する（特殊建築物等） 
＊対象となった場合は特定行政庁の指示により、耐震補強等の是正措置を行う 

Y 
Ｎ 

*4 

*4 

＊２ 検査済証、確認済証又は建築計画概要書がある場合は、その写しを添付すること 

＊４ 確認図書又は現地調査に基づく復元図書を添付すること 
＊３ 着工年を推定できる書類（登記事項証明書等）を添付すること 

*3 

【緩和ルート 1】 



別表 「既存建築物判定フローにおける緩和事項の適用条件」 
※ 下表の緩和条件を満たし、かつ、緩和が支障ないと特定行政庁が認めた場合に適用することができる 

 
＜緩和ルート・判定対象独立部の条件別緩和表＞ 

 判定対象独立部分、今回増築等部分との関係 緩和条件及び緩和内容 

緩
和
ル
ー
ト
１ 

 
 判定対象の既存独立部分が、竣工後 10年以内である場合 

 

緩
和
ル
ー
ト
２ 

 
判定対象の既存独立部分が、今回の増築等部分と別棟（1敷地内の 2以上

の建築物）である場合 

 

  
判定対象の既存独立部分が、2以上の独立部分のうち、増築等する独立 

部分以外の独立部分（他の独立部分）である場合 

 
 判定対象の既存独立部分への今回の増築等部分が、延べ面積の 1/20以下か
つ 50㎡以下で、既存建築物の構造耐力上の危険性が増大しない場合 

  
判定対象の既存独立部分に対する、構造耐力上の危険性が増大しない 

用途変更の場合 

 
 判定対象の既存独立部分に対する、構造耐力上の危険性が増大しない 
大規模修繕・大規模模様替えの場合 

  
判定対象の既存独立部分に対する、構造耐力上の危険性が増大しない 

昇降機申請の場合 

 

判定対象 
竣工後 10年以内 

調査報告書 2省略可 

確認済証：有 
検査済証：有 

今回 
増築等部分 

1の建築物（独立部分） 

判定対象 

1の建築物（独立部分） 

別棟 

検査済証：無 
確認済証：無 

ルートＣから 
ルートＢに変更可 

EXP.J 

判定対象 

他の独立部分 

今回 
増築等部分 

 

増築等する独立部分 

 判定対象 

増築等する独立部分 
今回増築等部分： 
延べ面積の 1/20以下 
かつ 50㎡以下 

EXP.J 

判定対象 
危険性が増大しない用途変更の場合 
（耐震診断を行う場合等は緩和対象外） 

判定対象 
危険性が増大しない大規模修繕・大規模
模様替えの場合 
（耐震診断を行う場合等は緩和対象外） 

判定対象 
危険性が増大しない昇降機申請の場合 
（耐震診断を行う場合等は緩和対象外） 


